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Ｖｏｌ.345 
毎月１０日発行 安心会計ニュース 

発  行  者 

税理士法人橋本会計 

電話（０３）５４４２－２６３１ 2026 年 5 月 10 日発行 

令和 8 年 6 ⽉からのベースアップ評価料
令和 8 年（2026 年）6 ⽉の診療報酬改定において、ベースアップ評価料が⼤幅に拡充・再編され
ます。６⽉から新たなベースアップ評価料を算定する場合には、すでに届出をしている医療機関も
含め、すべての医療機関が５⽉中に届出をする必要がありますので、ご注意ください。 
【主な変更点】 
□ベースアップ評価料（Ⅰ）の⾒直し 
 医科︓ 初診  6 点→17 点（23 点）  再診 2 点→4 点（6 点） 
 ⻭科︓ 初診 10 点→21 点（31 点）  再診 2 点→4 点（6 点） 

    ※令和６年 3 ⽉時点と⽐較して対象職員の給与が 5.5％（事務職員は 8％）以上賃⾦を引き上
げている場合（）内の⾼い点数で算定 

   ※令和 9 年 6 ⽉からはさらに点数が倍増になる計画 
□対象職種の拡⼤  

   これまで対象外とされていた事務職員、40 歳未満の勤務医師・⻭科医師、薬局の 40 歳未満の 
薬剤師など医療機関のほぼすべての職種が対象となります。(経営者・法⼈役員除く) 
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資産承継
 相続登記後に増える不動産会社からの営業 
相続発⽣後に不動産の相続登記を実施すると、間もなくいろいろな不動産会社から営

業の電話や郵便物が届くようになる事象が世の中で散⾒されています。 
相続が終わったばかりでそのような通知を受けた⽅からすると、情報漏洩がどこから

かあるのではと不安に思われるかたも多数いらっしゃいます。 
今回はどのような経緯で不動産会社が情報を⼊⼿しているのか、またそのような営業

⾏為への情報の利⽤に対する⻭⽌の状況に関して解説します。 
 
＜法務局での不動産登記受付表＞ 

まず不動産の相続登記をしたからといって、相続登記をしたかたの⼀覧が公表されて
いるわけではありません。 

ただし、登記された物件と理由が記載された不動産登記受付表というものが法務局に
存在しています。受付表には不動産の所在地情報、登記原因（相続・売買・贈与等）が
記載されており、この不動産登記受付表は、開⽰請求をすれば誰でも閲覧可能となって
いるのです。不動産の所在地が分かれば登記簿謄本を取得することにより、所有者の名
前や住所が把握されてしまうことになります。 
  
＜名簿業者の存在＞ 

上記の不動産登記受付表を⼊⼿し、該当の登記簿謄本を取得することで情報をまと
め、相続不動産情報を⼀覧にした名簿を作成する業者が存在すると⾔われています。 

そしてこの名簿業者が作成した名簿を不動産会社が購⼊し、チラシの発送等の営業に
利⽤しているということです。 
 これが相続登記をすると不動産会社からの営業が多数くる原因となっています。 
 
＜不動産登記受付表の⼀部情報の⾮開⽰＞ 

不動産登記受付表の開⽰請求により、合法的に情報の取得がなされているのですが、
⾏き過ぎた営業利⽤が認められ、個⼈情報保護の観点からも問題視されてきました。 

そのような状況を踏まえて、法務省においても規則の改正が⾏われ、2026 年 10 ⽉
から不動産登記受付表における⼀部の情報が⾮開⽰となることになりました。 

 
これにより営業⽬的の情報取得が事実上不可能になる⾒込みです。その結果、相続登

記後の営業電話や営業チラシはほとんどなくなるのではと期待されています。 

 
 


